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一、中国の株主代表訴訟制度
　株式会社の実質的所有者としての株主は、所有と経営の分離の原則に基づき、会社経営に直
接参加することなく、株主総会によって選任された取締役などの経営者に会社経営を委ねるの
が原則である。こうした中、経営者に対する監視体制を充実させるには一つの手段として、株
主の視点から考えることが重要な課題である。とりわけ、資本多数決の枠外にある少数派株主
による代表訴訟を中心とする権利の行使は、会社経営を監視し、違法行為を取り締まるうえで
非常に有効な方法であると考えられる。こうした目的の下、中国では、大株主による権限濫用
を抑制し、少数派株主の利益を保護する救済策として、2005年の法改正での株主代表訴訟制度
がある。
　日本法は、被告となりうる範囲を取締役、監査役や役員などの内部者に限定している（日本
会社法847条 1 項）のに対して、中国会社法では日本よりも設定対象が広い。具体的に、会社
の経営者だけでなく「他人」（第三者）まで及び、支配株主まで含まれている（中国会社法152
条 3 項、217条） 2 ）。支配株主の権限濫用を抑制し株主利益を保護するにおいて、こうした定め
は非常に大きな意義を持つ。
　原告の適格要件について、株式会社の場合、株主が代表訴訟を提起するためには、当該会社
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【要旨】　　株主代表訴訟制度は、株主の視点から経営者の違法行為を監督する仕組みであり、
株主の利益保護に有益なものである。とりわけ、資本多数決の枠外にある少数派株主
による株主代表訴訟を中心とする権利の行使は、会社経営を監視し、違法行為を取り
締まるうえで非常に有効な方法と考えられる。しかし、中国では、株主代表訴訟制度
の導入後、制度の趣旨に沿った活用がなされていないように見受けられる。その原因
は様々あるが、一つとしては、株主の訴訟における情報収集力の不足であると指摘で
きる。
　　　　　会計帳簿は会社の業務状況を記載したものであり、その閲覧権の行使は株主にとっ
て経営者の違法行為を監視するための有効な情報収集手段である。かかる株主の会社
情報を知る権利を合理的に確保することは、良好な会社運営及び経営者に対する有効
な監督システムの構築に資する。本稿では、株主の情報収集権をめぐって、中国会社
法の定め及び近時公表された最高裁の司法解釈 1 ）（四） （徴収意見稿）の検討を通じて、
立法上の課題を考察する。
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の株式を180日間保有することに加え、1 ％以上単独あるいは合計での株式を保有するとして
いる（会社法152条）。株主は、会社に対し書面をもって監査役（会）に訴えの提起を請求する
ことができる。訴訟の提起請求を拒否される、または請求の日から30日以内に会社が訴えを提
起しないときは、請求した株主が裁判所に訴訟を提起することできる（152条 2 項） 3 ）。こうし
た前置手続きを置く趣旨は、会社の法人主体の資格を十分に尊重するとともに、提訴の濫用を
防ぐことにある。
　株主代表訴訟の費用について、会社法による規定はなく、最高裁判所の司法解釈においても
触れられておらず、民事訴訟法及び「訴訟費用の納付方法」（2007年）でも言及されていない。
実務上では、訴訟請求金額の多寡によって訴訟費用が決まる 4 ）。株主が会社の利益のために違
法行為者に対する損害賠償の請求を提起するのにもかかわらず、高額な訴訟コストを前払いし
なければならないのは、株主による制度利用の支障となる。
　株主代表訴訟制度は株主の視点から経営を監視する制度であり、少数派株主が自らを保護す
る最後の武器でもある。支配株主も被告となりうるような制度設計は、支配株主による支配が
圧倒的である中国上場会社の実態を是正することに大いに資する。しかし、現状では、株主代
表訴訟制度の導入後、提訴に至った事例のうち、合弁企業または株主が数名の小規模な会社で
の内紛に関するものがほとんどであり、制度の趣旨に沿った活用がなされていないように見受
けられる。その原因は様々あるが、厳しい原告株主の適格要件や高額な提訴手数料のほか、株
主の訴訟における情報収集力の不足であると指摘できる。株主は代表訴訟提起に踏み切るだけ
の十分な情報を持たないために、訴訟権行使の途を放棄せざるを得ないというジレンマにしば
しば遭遇する。
　本稿では、株主の情報収集権をめぐって会社法の定め及び近時公表された最高裁の司法解釈
（四） （徴収意見稿）を検討し、立法上の課題を考察する。
二、株主の会計帳簿閲覧権
　株主は、経営者の暴走行為や専横を監視するために、取締役の解任を議題とする株主総会の
招集権を行い、当該経営者の解任を図ることや、訴訟においてその責任追及などの訴えを提起
することができる。このような会社経営に対する監督是正機能を有効かつ適切に働かせるため
には、株主が事前に会社の業務や財産状況を正確に把握することが重要となる。会計帳簿は、
会社の業務状況を記載したものである。会社に巨額な損失を与える粉飾決算などは会計帳簿を
調査しないと発覚が困難であるので、会計帳簿及び会計に関する書類の閲覧権は、株主にとっ
て経営者の違法行為を発覚させるための最低限の情報収集手段である。
 1 、会社法の規制
　中国において、株主の情報収集権に関する会社法の規定は、有限会社と株式会社に分けて次
の通り定めている。有限会社の株主は、会社の定款、株主総会及び取締役会、監査役会の議事
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録、財務会計報告 5 ）を閲覧し、複製することができる（会社法33条 1 項）。株主は会社の会計
帳簿 6 ）を閲覧することができ、その場合、書面の請求書を会社に提出し、その目的を説明し
なければならない（会社法33条 2 項）。株主の請求に不正な目的があり、会社の利益を害する
と証明できる場合、会社は閲覧の提供を拒否することができる（15日以内）。こうした場合、
株主が裁判所に対して閲覧提供請求を申し立てることが可能である。しかし、この規定に関す
る条文が少なく、非常に抽象的で執行に困難な部分がある。とくに、会計帳簿について、株主
に閲覧権を与えているが、複製権についての定めを設けていない。
　一方、会計帳簿は会計書類、事業報告や附属明細書に記載されない重要な情報が含まれてお
り、その閲覧権は株主の権利行使の基礎となる情報を入手するための重要な手段であると前述
したが、かかる会計帳簿の閲覧及び複製権については、株式会社の株主に与えていない（会社
法97条） 7 ）。そして、最高裁が作成した 3つの司法解釈においても株主の情報収集権について
補充的な定めを置いていない。こうした立法背景には、閲覧対象となる会計書類に会社にとっ
て重要な機密が含まれるため、株主による権利の濫用が正常な会社運営に与える悪影響を避け
たいという思惑がある 8 ）。
 2 、最高裁による司法解釈
　中国会社法は、少数派株主の利益保護を図るための条文を取り入れてはいるが、原則的なも
のが多く、裁判実務において経験が蓄積されていないため、各裁判所によって運用方法が異なっ
ている。とくに、株主の情報収集権について、株主の資格を持たない者あるいは元の株主によ
り提起される情報収集権の訴訟案件の受理における各地方裁判所の対応が統一していない。ま
た、閲覧できる範囲について、会社の会計帳簿の原始証憑が含まれるかどうかが明確にされて
いない。たとえば、北京、上海、浙江省などの裁判所は、株主が会計の原始証憑の閲覧ができ
ないと、会計帳簿の真実性を確認するのが難しいことから、この種の権利を認めている。他方、
広東省などの地方裁判所では、株主による総勘定元帳やその作成原因となる伝票、領収書など
の会計証憑の閲覧権を支持しない立場がとられている 9 ）。
　実務上、この種の訴訟において原告側が少数派株主であるケースが多くみられ、原告株主が
勝訴した場合でも、執行は難しい。というのは、判決執行の基準が明白でなく、会社側が資料
の提供を拒んだ場合、株主が弁護士や会計士などの代理人を通じて資料を閲覧できるかどうか
についての裁判所の判断が非常に困難である。
　こうした現状を改善するために、2016年 4 月12日に発表された最高裁の「会社法における若
干問題の規定（四）（徴収意見稿）」10）（以下、司法解釈（四）徴収意見稿とする）では、株主
の情報収集権について詳細な内容を置いている（13条～ 18条）。
　原告の資格について、株主の会社情報閲覧権に関する訴訟を提起する際あるいは訴訟中に株
主であるとしている（司法解釈（四）徴収意見稿13条）。
　また、会社情報収集権は株主の固有権であると明文化した。会社が、株主の出資に瑕疵があ
ることまたは会社の定款や株主間の協議によることなどを理由に、株主の会社帳簿閲覧権や複
製権を拒否することができない（同14条）。こうした定めは、とりわけ大株主によってコントロー
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ルされている会社において、会社自治や株主合意など様々な理由で少数派株主の権利が排除さ
れている現状を考慮したものであり、株主の情報収集権を有効に行使するために有益である。
　有限会社株主の会計帳簿閲覧権の対象について、司法解釈（四）徴収意見稿では、各級裁判
所の異なる対応を統一し、原始証憑を含むとする。そして、会社側の利益を守る措置として、
株主の原始証憑に関する閲覧の請求に不正な目的があり会社の利益に損害を与える可能性があ
る場合、会社がそれを証明できれば拒否できる（同16条）。不正な目的として、①株主本人ま
たはその関係者の事業が会社の主要事業と実質的な競争関係にある場合、②株主が利益のため
に得た情報を第三者に通報する場合、③過去 2年内に株主が会社情報の閲覧・複製を請求し、
利益を得るために得た事実を第三者に通報した場合、④株主が会社の経営を妨害し、会社また
は株主の利益に損害を与える目的を持つその他の事実があると証明できる場合などが挙げられ
ている（同17条）。こうした請求拒絶事由の各場面を限定的例挙の形で明確にする狙いは、会
社及び大株主による様々な口実から株主権行使を守ることにある。
　そして、株主がその権利を確実に行使するために、取締役や上級管理者の責任も定めている。
すなわち、会社が会社法で義務付けられている資料を作成しないことによって株主が情報収集
権を行使できなかった場合には、株主がそれをもって取締役などを相手に権利侵害の訴訟を提
起することができる（同18条）。しかし、取締役などの不作為による株主の損害との因果関係
を如何に立証するか、また、取締役や上級管理者の損害賠償の金額及び責任範囲をどのように
判断するのかが問題であり、今後の実務の中で経験の積み重ねによって解決すると期待される。
三、閲覧権の行使と不正目的
 1 、請求資格の制限
　会社法97条は、株式会社の株主が会社の定款、株主総会議事録、取締役会及び監査役会の議
事録、財務会計報告などを閲覧することができると定めているが、行使できる株主の資格に関
する規定はない。また、上述の司法解釈（四）徴収意見稿においても言及されていない。こう
したことから、全ての株主が閲覧請求権を行使できるとも読み取れる。しかし、多くの株主が
会社に対して閲覧を請求すると、会社経営に負担を与える可能性がある。
　日本では、総株主の議決権の 3％以上、または発行済み株式の 3％以上（定款の定めにより、
その割合の引き下げは可能）を有する株主は、会計帳簿またはそれに関連する資料の閲覧また
は複製を請求することができるとされる（日本会社法433条 1 項）。つまりこの種の権利は、少
数株主権である。日本法の経験を参考にし、閲覧権を行使できる株主の資格についての規定を
設けるべきである。ただし、中国における大株主による会社支配の実情を鑑みると、株主の資
格制限を厳しく加えると少数派株主の権利を害する恐れがある。したがって、閲覧できる株主
の持株率や持続保有の期間に対して妥当かつ最小限の制限を設けるのが望ましい。
　一方、株主による情報収集権訴訟中での原告の株主資格の有無について、会社法は定めを置
いていない。学説上、株主が株式を譲渡した後でも会社の情報、すなわち譲渡前または譲渡後
の会社の情報を知る権限があるとされるが、多数説では、株主の資格を喪失した後、株主権を
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享受できないと考えられている11）。司法解釈（四）徴収意見稿では、訴えを提起する際あるい
は訴訟中に株主であることを原告の資格としている（13条）。株主の会社情報の知る権利は株
主権の一つであり、この種の権利は社員権の性格を有するから、株主の資格から分離してはな
らない。株主がその有する株式を譲渡することは会社からの離脱になるため、株主資格は認め
られないのが当然である。
　しかし、出資義務を履行していないまたは一部しか履行していない株主が帳簿閲覧権訴訟の
原告資格を有するかの問題について、一般的に当該株主に原告資格があると認定されている。
たとえば、北京市高等裁判所の「会社紛争の審理に関する指導意見」では、株主の知る権利に
かかわる訴訟において、会社が株主による出資上の瑕疵があることをもって抗弁する場合、裁
判所はこれを支持しないとする（14条）12）。一方、2010年最高裁の司法解釈（三）では、株主
による出資義務の未履行または一部履行あるいは出資の無断引き出しがあることにより、会社
が定款または株主総会決議においてその利益分配請求権、新株優先引受権、残余財産分配権な
どの株主権利について合理的制限を設けた場合、当該株主がその制限に対して無効確認の訴え
を請求しても、裁判所はその請求を支持しないとの立場をとる（17条）。かかる立場からは、
制限される権利は経済的なものに限られ、株主の固有権を制限していないと読み取れる。
　以上の定め及び実務上の運用からみると、株主による出資上の瑕疵は、株主の資格喪失には
つながらない。出資上の未履行及び瑕疵があることを理由として、株主の原告資格を安易に否
定することができないと考えられる。司法解釈（四）徴収意見稿14条は、株主の出資上の瑕疵
があることを理由に株主の帳簿閲覧権を拒否することを支持しないと明確に示している。株主
の利益を確実に保護するために、会社の定款あるいは株主間の協議によって株主の会計帳簿閲
覧権などを制限することは認められていない。
　さらに、実質的出資者が帳簿閲覧請求権にかかわる訴訟の原告資格を有するかの問題もある。
実質的株主は株主名簿に登録されておらず、影の株主である。株主としての名前を明らかにさ
れていない以上、株主の形式的要件を備えていないため、当然この種の訴訟の原告にはならな
いと考えられる。
　なお、株主の会計帳簿閲覧権の行使が認められた訴訟において、義務の主体は会社である。
しかし実際、会社は支配株主などによってコントロールされており、会社が移転あるいは閉鎖
になった場合、義務の主体を如何に認定するかが問題となる。こうした場合、会社の支配株主
や法定代表者を訴訟の第三者として、判決文の中にその協力履行の義務を課すというような
ケースがみられる。実務上、株主への会計帳簿閲覧の提供を会社側に命じる判決が多く、その
場合民事訴訟法249条 3 項の定めに従い、会社の帳簿を掌握する支配株主や法定代表者に対し
て判決の執行に協力する通知書を発することができる。協力しない者に対して、当該個人を対
象とする強制執行も考えられる。
 2 、代理人による行使と検査役制度の導入
　司法解釈（四）徴収意見稿では、株主の閲覧請求が会社法に定める要件を満たす場合、裁判
所が、指定した時間と場所（会社の本店所在地あるいは会社と株主が協議した場所））で閲覧・
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複製すべき資料を株主に提供すると会社側に命じることができる（15条）。しかし、代理行使
の範囲は、株主名簿、株主の出資額、定款、株主総会、取締役会及び監査役会の議事録、財務
会計報告書に限られており、会社の会計帳簿が含まれていない。株主の権利を確実に保護する
ために、会計帳簿まで認めるべきである。ただし、とくに少人数である閉鎖性会社の場合、株
主がかかる権利を弁護士や会計士などの代理人に委託する際、自ら勝手に代理人を選定するこ
とは望ましくない。会社経営の正常な運営と営業秘密を保護するために、代理人の資格を会社
側に認めてもらう、あるいは裁判所が指定する者が妥当であると思われる。その場合、代理人
が会社の秘密を保持する義務を負わなければならないとすべきである。また、帳簿閲覧権など
の情報収集を有効に行使するためには、専門的な知識や経験が必要であるため、今後中国にお
いて、弁護士や公認会計士などの専門家に代理行使を依頼することが多くなると予想される。
これらの権利行使によって得られた情報をもとにして代表訴訟を提起し勝訴した場合、閲覧権
行使などの情報収集にかかった費用は訴訟に必要な費用として、会社に支払いを請求すること
ができるとすべきである。
　一方、株主が理性的に権利を行使することと会社の利益保護の必要性から、検査役制度の導
入も考えられる13）。専門知識のない株主にとって、会計帳簿などの資料を閲覧しても具体的な
情報を読み取ることが難しいため、帳簿の閲覧などを専門家に委ねたほうがより実効性が増す。
この点に関して、日本法では、業務財産状況に関する検査役選任の請求権は、株主に認められ
ている監督是正権の中でも、株主の会計帳簿閲覧権とともに有効な会社情報収集権であるとさ
れている。会社の業務執行に関して、不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事
実があると疑うに足りる事由があるとき、①総株主の議決権の 3％（これを下回る割合を定款
で定めた場合にあっては、その割合）以上の議決権を有する株主、②発行済株式の 3％（これ
を下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の数の株式を有する株主は、当
該株式会社の業務及び財産状況を調査するため、裁判所に対して検査役の選任を申立てること
ができる（日本会社法358条）。申立てがあった場合には、これを不適法として却下する場合を
除き、裁判所は検査役を選任しなければならない。検査役は、その職務を行うのに必要がある
ときは、株式会社の子会社の業務及び財産の状況を調査することができ、その調査の結果を記
載し、または記録した書面あるいは電磁的記録（法務省令で定めるものに限る）を裁判所に提
供して報告しなければならない。会社は当該検査役に対して支払う報酬の額を定めることがで
きる。
　中国は日本と異なり、司法解釈（四）徴収意見稿では、株主が代理人を通じて会社の資料（株
主名簿、総会及び取締役会、監査役会の議事録、財務会計報告書など）を閲覧・複製すること
ができるとされる（15条）。しかし、このことは、株主の権限濫用による弊害を生む可能性が
ある。そこで、株主が直接調査するものではなく、裁判所が選任した中立かつ公平な検査役が
調査することならば、会社の機密漏洩の心配が解消されるだけではなく、調査の実効性も期待
できる。したがって、中国は、株主の監督是正権を効果的に行使するためには、検査役制度を
導入し、日本の規制を参照すべきである。
　具体的には、検査役の選任手続きについて、株主が裁判所に対して検査役の選任に関する請
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求書を提出し、その請求書において会計帳簿閲覧の理由を疎明しなければならない。株主の請
求が正当であると判断された場合、裁判所は第三者機関から 1名または数名の検査役を指名し、
会社の会計帳簿について閲覧・調査を実施させる。検査役の資格は会計や法律などの専門知識
を持つ者である。指名された検査役は判決の執行段階において、原告株主の閲覧権の行使を具
体的に指導し、または裁判所の代わりに判決執行の度合いを監督する。ただし、日本法では、
検査役選任の請求権を行使できるのは、発行済み株式総数の 3 ％を持つ株主である。中国の大
株主支配の深刻さと少数派株主の情報収集能力の低さ、そして株主代表訴訟の適格株主の要件
（会社法152条）との整合性を鑑みれば、株主の持ち株要件を 1 ％以上単独あるいは合計での株
式を保有することとすべきである。
　検査役の調査対象について、日本では、会社の会計帳簿や書類に限定せず、広範囲の権限を
設けている14）。すなわち、検査役は会社の業務や財産状況を調査し、必要に応じて子会社の業
務・財産を調査することもできる（日本会社法358条①、④）。株主自身で調査するのではなく、
裁判所が選任する検査役が調査するのであるから、調査の結果を悪用して利益を得ようと意図
しても困難であろうし、会社の機密を漏えいするおそれも小さいと期待される15）。そして、検
査役は、調査結果を直接株主に報告するのではなく、裁判所に対して調査報告書を提出して報
告するとされる（同358条⑤）。
　こうした日本の規制は、中国にも取り入れることが妥当であろう。かかる検査役制度のもと
で、支配株主や経営者から独立した専門家が調査を実施するのは、株主権利の保護または確実
的行使を保障するために重要である。検査役が調査して株主に直接報告する方法を採用すると、
会社としては知られたくない機密が流出する恐れがある。そこで、調査結果を裁判所に報告す
る形をとるべきである。ただし、裁判所による検査役の選任そのものについて、その検査役が
適任かどうかの問題もある。調査の内容や業界の特殊性に精通している者でなければ、会計帳
簿及び関連する書類を読んでも真実がつかめないことも考えられる。したがって、検査役の選
任について実際の運用においてさらに工夫する必要がある。
　なお、検査役の選任による費用が生じるため、誰が負担するかが検討の対象となる。株主に
よる権限濫用を防止するための検査役選任ということから、悪意・重過失の株主に対しては、
かかる費用を請求した当該株主に負担させるほうが合理的であろう。ただし、検査役が会計帳
簿の閲覧や調査により、会社経営において不正があると発見した場合、検査役の選任にかかる
費用は会社側が負担すべきである。思うに、会計帳簿閲覧権は株主の情報収集の手段であり、
それを保障するための検査役制度を使いやすくかつ合理的に設計することが望まれる。
 3 、不正目的
　会社法33条の定めによれば、株主が会社の会計帳簿の閲覧を請求する場合、会社に対して書
面申請を提出し、その目的を説明しなければならない。株主の会計帳簿閲覧に不正目的があり、
会社の利益を損なうと判断する合理的な根拠がある場合には、会社はその請求を拒否すること
ができる。しかし、不正の目的についてどのように理解するかが問題である。実務上、原告株
主に不正目的があると会社側が抗弁する際、裁判所がその会社が挙証責任を果たしたかについ
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ての判断基準が比較的緩い16）。つまり、会社が、原告株主の会計閲覧権を認めれば、会社の営
業秘密を漏えいし、ひいては会社の業務が円滑に執行されることを阻害する可能性があるとい
うことが証明できれば、一般的に合理性があると判断され、会社側の抗弁を支持する傾向がみ
られる。
　そこで、司法解釈（四）徴収意見稿17条では、不正目的は、①株主本人またはその関係者の
事業が会社の主要事業と実質的な競争関係にある場合、②株主が利益のために得た情報を第三
者に通報する場合、③過去 2年以内に株主が会社情報の閲覧・複製を請求し、利益を得るため
に得た事実を第三者に通報した場合、④株主が会社の経営を妨害し、会社または株主の利益に
損害を与える目的を持つその他の事実があると証明できる場合などとされている。ここで、上
述の司法解釈（四）徴収意見稿における不正目的①について、同業競争の有無を如何に判断す
るかを検討する必要がある。
　日本の実務上、会社の業務と実質的に競争関係にある事業を営むなどの客観的事実が認めら
れれば足りるとし、原告株主に会計帳簿の閲覧により知りえる情報を自己の事業に利用するな
どの主観的意図があることを必要としない17）。しかし、競争関係にある株主による会計帳簿閲
覧権の行使が会社の営業上の秘密を獲得する可能性があるから、会社側が株主の当閲覧請求に
不正目的があると主張し、株主の請求を拒否することはよくみられる。というのは、会社の機
密が外部の知るところとなるのは経営者にとって何よりも脅威であり、外部に見せることなど
予想せずに作成した伝票や勘定元帳などの内部書類を明るみにすれば、経営者の責任追及の手
掛かりを与えることになる18）。それを避けるために、株主からの閲覧請求があればとりあえず
拒否し、株主が閲覧権を訴訟で争ってきたときに対策を講じるというのが一般的な経営者の立
場であろうから、会社側が閲覧請求に応じるとは考えにくい19）。
　中国では、同業競争関係が客観的に存在するかどうかについて、会社にかかる事実や証拠を
示させ、説得力のある証明責任を負わせるべきである。会計帳簿閲覧の請求に合理性があり、
営業秘密の漏えいにならず、会社の利益にも損害を与えない場合には、裁判所は株主の権利を
保護する見地から、定められた手続きの下で合理的に裁量権を行使すべきである。なお、競業
者による会計帳簿の閲覧は、会社や他の株主の利益を害するリスクを排除できないので、閲覧
を許容する帳簿や資料の範囲を裁判所が限定する方向での立法が望まれる。つまり、会社の機
密に属すると判断された場合、裁判所が閲覧範囲を限定するか、あるいは非開示とする方向で
対応すべきである。
　上述の司法解釈（四）徴収意見稿17条の不正目的②及び③については、株主の主観的意図を
立証することなく、過去一定期間において会社に対して上記のような行為がなされたか否かの
客観的事実を立証できれば足りると解すべきである。すなわち、過去相当期間において株主が
利益を得て第三者に情報を提供するための閲覧を利用したという事実の存在を立証できた場
合、不当目的と認定される。
　なお、アメリカでは、裁判所における不正目的であるかどうかの取り扱い方は、正当目的よ
りも閲覧を認めることによって生じる会社への影響に着目する。つまり、会社帳簿に関しては、
株式の評価、会社財務情況の調査、株主名簿の類に属するものであれば、株主間の情報交換を
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目的に挙げれば正当目的であると認められる。実際に株主の権利行使を排除するのは、その閲
覧が会社の利益を害する差し迫った危険があるときに限られる。株主の閲覧権は、株主の権利
行使の前提ないし手段に過ぎない。閲覧資料の多くは会社の内部の資料であるので、会社経営
に直接関与しない株主に厳格な請求原因の説明を求めることは困難である。また、経営者の責
任を追及する前の段階でこれを要求する場合、その後の代表訴訟などの監督是正権行使への制
約になり、株主代表訴訟制度の趣旨に反する可能性がある20）。
　さらに、そもそも営業秘密についてどのように解釈するかの問題もある。たとえば、販売方
法や仕入れ先など特殊性を持つ場合の販売データ、得意先のリスト、新規事業計画などであれ
ば、営業秘密に該当する。ところが、通常作成される総勘定元帳などの会計資料及びその作成
原因となる伝票類、領収書類などの証憑や契約書は、営業秘密の範疇に該当しない場合が多い。
こうした伝票類、領収書類などの証憑や契約書について検査役が調査する必要がある場合、検
査役が会社の意見を聞き、機密事項があればその旨を裁判所に報告し、裁判所は漏えいしない
ように十分に配慮すべきである。単に経営者の立場から見た知られたくない情報というような
判断ではなく、一部の株主が情報を得る利益とその情報が開示されることにより全株主に与え
られる不利益を比較して考慮するという姿勢も重要である。これらのことを踏まえて、株主の
権利行使を有効に確保するために、株主の閲覧請求原因、つまり権利行使の必要性について柔
軟に判断することが妥当である。
四、権利行使の範囲
　株主の会社情報を知る権利について、会社法33条の定めによれば、有限会社の株主は会社の
定款及び株主総会、取締役会、監査役会の議事録、会社の財務報告書を閲覧し複製することが
できる。しかしながら、会計帳簿について、閲覧の請求にとどまり、複製することは認められ
ていない21）。
　中国において、会計帳簿の閲覧範囲について原始証憑を含むかどうか、学説及び実務上にお
いて異なる意見がある。含むことに反対する側は、会計帳簿を原始証憑まで拡大解釈すると、
株主がこの種の権利を濫用して恣意的に会社の原始証憑を閲覧することで、会社経営に不利益
を生じさせることになると主張する22）。これに対し、会計帳簿の範囲は、会社の財務、経営状
況を反映する会計帳簿だけでなく、その作成に欠かせない様々な原始証憑まで及ぶべきと賛成
派は考えている。その理由は、会計帳簿が原始証憑によって作成・整理したものである以上、
人為的に作られた可能性があり、原始証憑のほうこそが会社の取引や財務状況を如実に反映す
る。原始証憑を閲覧権の対象外とすると、この種の権利が無意味になってしまい、その結果、
少数派株主の利益保護に不利であり、立法の趣旨に違反すると唱える。最高裁の司法解釈（四）
徴収意見稿では、有限会社株主の会社帳簿閲覧権の対象は、会計帳簿及びそれと関連する帳簿
の資料または原始証拠を含むとする（16条 1 項）。そして、中国会計法15条によれば、会計帳
簿の内容は、総勘定帳、明細帳、日記帳及び他の補助帳簿を包含する。
　株主の会計帳簿閲覧権の範囲について、日本法は、会計帳簿またはこれに関する資料（書面
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をもって作られたときはその書面・電磁的記録をもって作成された時はそれに記録された事項
を法務省令で定める方法により表示したもの）を含むとし、かつ複製することまで認めている
（日本会社法433条 1 項）。ここでいう「会計帳簿」とは、会社計算規則59条 3 項で定める会社
の計算書類及びその付属明細書の作成の基礎となる帳簿（仕訳帳、総勘定元帳及び各種の補助
簿）であり、「これに関する資料」とは、その会計帳簿作成の材料となった資料（伝票、受領証、
契約書、信書など）であると主張されている（限定説）23）。この見解によれば、損益計算書及
び申告調整に必要な総勘定元帳をもとに作成された法人税確定申告書及び案などは会計帳簿の
閲覧権の対象にはならない24）。一方、「会計帳簿またはこれに関する資料」の意義について、
会計監査人及び定款の定めにより限定された監査役の閲覧・複製権限の対象となるもの（日本
会社法389条 4 項、396条 2 項）と異なる解釈をする理由はなく、会社の会計に関するものであ
る限り、一切の帳簿や資料も会計帳簿の閲覧権の対象に含まれるとの非限定説もみられる。ま
た、会計帳簿閲覧謄写請求の対象の特定が必要かどうかについて、学説において具体的な特定
を必要とする説とそうではない説があり、判例も統一的な見解にはまだ至っていない25）。株主
が帳簿の種類や内容を十分に把握していないのが一般的という点において、閲覧対象の特定ま
で求めるべきでないとの考えもある26）。
　中国の場合、有限会社の株主に会計帳簿の閲覧権だけ与えることは不十分であり、日本法の
規制及び学説上の議論を参考にして複製権まで付与すべきである。中国会社法によれば、株主
は、会計資料の閲覧を通じて、会社経営に重大な違法行為があり、会社に損害を与えるおそれ
があることを発見した場合、裁判所に対して証拠保全を申し立てることができる（34条 2 項）。
しかし、こうした制度設計には不備がある。というのは、株主が会社の違法行為を証明できる
会計資料を複製しなければ、経営者の管理下にあるこれらの資料は他の方法では入手できず、
あるいは経営者によって毀損され、二度と閲覧できない可能性がある。また、会計帳簿を検討
する場合には数字の検討や照合を必要とするため、閲覧のみでは十分に目的を達成できない場
面も想定される。したがって、閲覧請求権の対象となる文書については、閲覧に加えて複製も
必要である。株主に会計帳簿の複製権を与えることで、株主の利益保護がより強固なものにな
る。さらに、株主が会社の会計帳簿の種類や内容を十分に把握できない弱い立場にあるのが一
般的であることを考えれば、かかる閲覧請求対象物の特定を株主に課すのは、株主の権利行使
に支障をきたすので妥当ではない。
　上述のように、会計帳簿には会計書類、事業報告や附属明細書に記載されない重要な情報が
含まれており、会計帳簿の閲覧権は、株主の権利行使の基礎となる情報を入手するための重要
な手段である。しかしながら、株式会社の株主に与えられるこの種の権利について、株式会社
は、会社の財務報告書を株主総会開催の20日前に本店に置き備え、株主の閲覧に提供するとし、
上場会社の場合、財務報告書を公告しなければならないにとどまっている（会社法166条）。つ
まり、会社法は株式会社の株主権利を会社定款、株主総会及び取締役会、監査役会の議事録、
財務会計報告などの閲覧のみに限定し、有限会社の株主が有する会計帳簿の閲覧権についての
定めを置いていない（97条参照）。そして、近時公表された最高裁の司法解釈（四）徴収意見
稿においてもそれに関する言及はない。かかる立法趣旨は、閲覧対象とされる会計書類は会社
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にとって非常に重要な機密が含まれるため、株式会社の株主による権利の濫用が正常な会社運
営に与えかねない悪影響を避けることにあると考えられる。それとは対照的に、日本では、株
式会社の株主に会計帳簿閲覧権のみならず、複製請求権も認められている（日本会社法433条
1 項、 2項）。株主の不当な権利行使から会社側の利益を保護するため、かかる権利は単独株
主権ではなく少数株主権として定められている。さらに同制度は、会社が請求を拒絶できる場
面を限定列挙の形で示している。近時では、企業結合法制の検討においても、従属会社の少数
派株主に支配会社の会計帳簿を閲覧する権限を与えるべきかどうかの議論がなされている27）。
　帳簿閲覧権は株主の会社経営に対する重要な情報収集権であり、株式会社の株主にも会計帳
簿の閲覧・複製権を付与すべきである。とりわけ、中国において、上場していない株式会社の
直接開示制度のもとで株主が正確な情報を把握することは非常に困難なため、この種の権利は
さらなる必要性が出てくる。中国における支配株主の行き過ぎた影響力、及び少数派株主の利
益保護の難しさを勘案すると、同制度の導入にあたり、あえて単独株主権とすべきであろうが、
濫用の防止及び制度上の整合性を考えれば、行使資格要件を 1 ％以上単独あるいは合計で会社
の株式を保有する株主とするのが妥当であろう。資料の閲覧・複製請求について具体的な手続
きを設けるとともに、会社の不当な拒絶や拡大解釈を防ぐために日本法を参照し28）、請求拒絶
事由の各場合を限定的列挙とし、拒絶事由の存在を取締役などが立証しなければならないとい
う制度設計が望まれる。
五、結語
　株主代表訴訟制度は、株主の視点から経営者の違法行為を監督する仕組みであり、株主の利
益保護には有益なものである。かかる制度を有効に機能するためには、株主の会社情報を知る
権利の充実と確保が非常に重要である。とくに、中国の現状では、情報が会社側に偏在してい
る場合が多く、会社の実態を知るには、業務内容や財産状況まで知ることができなければ、株
主代表訴訟の提起に必要な情報を十分には収集できない。他方、その権利行使によって株主が
知りえる会社の財務情報が広範囲に及び、会社経営上の秘密にかかわる情報の悪用が会社に損
害を与える可能性もあるため、閲覧権の不正行使を防止する必要がある。また、逆に、閲覧の
段階で会社に安易に拒絶されることは株主権の制限となるおそれも考えられる。これらを防ぐ
ために、会社が株主の閲覧請求を拒絶できる事由を法定列挙の形での規制や、検査役制度の導
入なども有益である。とりわけ、中国における株主保護の現状からすると、不正行使と認めら
れる場合を除いてこの種の権利行使を容認すべきであり、株主と会社の利益衝突が生じた場合
には株主の権利保護を優先的に配慮するなど、裁判所による精密な比較衡量が期待される。
　最高裁の司法解釈（四）徴収意見稿は、法適用上の一部の問題点をクリアしたものの、制度
上の整合性に欠ける部分がまだ残る。かかる司法解釈は、指導意見に過ぎず、法的効力が弱い
ため、さらなる検討を重ねたうえで、今後立法上の解決が必要である。会計帳簿閲覧権は、株
主代表訴訟権など会社経営に対する監督是正権を行使するための前提ないし手段に過ぎない。
請求を会社に拒絶された株主による裁判所に対する申し立ては、非訴訟案件として、簡易かつ
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迅速な手続きで柔軟に処理されるべきである。
　
――――――――――――――――――
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11）崔海燕「股東知情権訴訟若干実務問題探析」http://www.zjblf.com/zxlgview.asp?id=2244&bcg_id=163。
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22）張海棠・前掲注（ 8）101頁。
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221頁。
26）松井英樹「株主の会社情報収集権とその限界」中央学院大学法学論叢 13（2）号（2000年）181頁。
27）片木晴彦「結合企業の株主保護と情報開示制度」森本滋『企業結合法の総合的研究』（商事法務、
2009年）49頁。
28）日本会社法433条 2 項では、請求の拒絶事由として次の通り挙げられている。すなわち、①株主が株
主権利の確保、または行使に関する調査以外の目的で請求を行ったとき、②株主が株式会社の業務遂
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